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神戸製鋼石炭火発行政訴訟 結審・判決に

神戸製鋼石炭火力行政訴訟

• 2018年5月24日 確定通知

• 2018年11月19日 大阪地裁提訴

• 2021年1月20日第１１回弁論(+2)
終結

• 2021年3月15日PM 3:00判決

横須賀石炭火力行政訴訟

• 2018年11月30日 確定通知

• 2019年5月27日東京地裁提訴

• 2021年1月22日 第６回弁論

2



横須賀では簡易アセス
約１年短縮

神戸製鋼アセス
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2021年春に運転開始予定の神戸製鋼新１発電所

2020年10月 4



二つの石炭火発行政訴訟：共通の争点、独自の争点

神戸製鋼火発の争点

事業主体 神戸製鋼所・関西電力

692万t- CO2/年（30年）

• 確定通知の処分性

• 原告適格

• アセスメント手続の瑕疵
① 代替案検討欠如
② PM2.5調査予測評価の欠如
➂ CO2影響調査・予測・評価欠如

2013年4月25日局長級取りま
とめの合理性？

横須賀火発の争点

事業主体 JERA
726万t-CO2/年

• 確定通知の処分性

• 原告適格

• アセスメント手続の瑕疵
① リプレース簡略アセス非該当

しかし、簡略アセスを適用
② 代替案検討欠如
➂ CO2影響調査・予測・評価の欠如

2013年4月25日局長級取りま
とめの合理性？
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環境アセスでの「CO2の扱い」は？

温暖化による気候変動の影響 既に現実で甚大。今後、さらに激甚に。

• 環境アセスにおける調査・予測・評価の対象
環境への負荷の量の程度により予測・評価すべき環境要素
温室効果ガス CO2

• CO2の特性 世界の平均気温の上昇は世界のCO2の累積排出量
に比例

1.5℃目標の実現には、2030年45％削減。2050年実質ゼロ。

実際のアセスでは、

• 環境アセスにおける調査・予測 「年間CO2排出量」のみ

• 評価

・事業者の環境影響の回避・低減に務めようとしているか
・事業者の環境保全措置が国等の目標・計画と整合しているか

「2013.4.25局長級取りまとめ」に沿って、何もしなかった。
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「局長級会議取りまとめ」(2013.4.25)とは

• 環境負荷低減に努めているか 燃料毎に高効率基準 BAT石炭火力はUSC以上

• 国の目標・計画との整合性（アセス省令26条）

①事業者の自主的取組

国の施策
省エネ法 燃料ごとに発電効率 42％ ーBAT
高度化法 非化石電力比率 2030年 44％

•
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2015.7電気事業低炭素社会協議会
電力全体で0.37㎏-CO2/ｋWh程度



リプレースアセス簡略化審議⇒CO2影響評価全体を潜脱

リプレースアセス簡略化

2010.9 新成長戦略
リプレースアセス迅速化

2011.3.11 福島原発事故
2012.4 アセス合理化ガイドライン
2012.9 経産省電源入札指針
2012.10 東電火力入札募集
2012.11 連絡会議中間報告
2013.3 合理化ガイドライン改訂

2013.4.25 局長級会議とりまとめ

2015.12 パリ協定採択
2016.11 パリ協定発効・締結

2018.10 IPCC 1.5℃特別報告

新増設CO2アセス手続きの潜脱化

2013.4.1 規制改革会議見解
新設石炭火力も合理化・簡略化へ

2013.4.26 四大臣会合
2013.5.14 規制改革会議

高効率石炭火力新増設加速
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アセスにおける
CO2環境影響の
扱いの整理



｢局長級会議

とりまとめ」
に至る
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国と世界の温暖化対策とアセス簡略化、無力化の経緯

世界と日本の対策

2011.3.11 東日本大震災、原発事故

2013.4 局長級会議とりまとめ

2015.7 2030年長期エネルギー需給見通し
エネルギーミックス

（電源の石炭割合 26％）
2015.12 パリ協定採択 長期目標
2016.2 経産・環境大臣合意
2016.5 地球温暖化対策計画
2016.11 パリ協定発効、批准

2018.10 IPCC1.5℃特別報告

神戸製鋼アセス

2014.12 配慮書
2015.6 方法書

2017.7 準備書
2017.10 高炉休止（撤去）
2018.2 環境大臣意見

国の目標（石炭火力排出量・
CO2排出係数）と整合せず

2018.5 評価書
5.31 確定通知
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横須賀アセス

2016.4  配慮書
2016 .10 方法書

2018.1 準備書
2018.8 環境大臣意見
2018.11  評価書

11 30 確定通知
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石炭火力新増設計画 設備容量拡大へ
経年石炭火力のフェードアウトは？
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石炭火力からのCO2排出量推移と今後
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事業者による電源の今後
電力広域的運営推進機関のとりまとめ(2019）
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石炭



「国の目標・計画との整合性」とは？

・「局長級会議とりまとめ」(2013）後にパリ協定発効

・国の目標・計画とは何か？

① 国のGHG削減目標 2013年比26％削減

② 電力全体のCO2排出係数 0.37㎏-CO2/kWh

➂ エネルギーミックス火力排出量 3.6億ｔ

④ 2030年エネルギーミックスの石炭火発CO2排出量 2.2億ｔ

＋ 類似経過による新増設石炭火力からの排出の影響の考慮は？

・局長級とりまとめの合理性

石炭火力を可能とするエネルギー効率基準ー石炭火力からの排出
量削減を担保せず

・経産大臣の裁量権？

被告の主張：指針・発電所アセス省令では、「環境保全への配慮」基準は抽象的、概括的。
経産大臣に広い裁量権
局長級取りまとめの基準は電事法46条の17第1項を具体化したもの
局長級会議取りまとめは、環境への影響判断基準として合理的
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